
統合保育所整備事業保護者説明会

令和7年6月27日・6月28日

南部町

総務課・建設課・子育て支援課



本日の説明内容

•町内保育所の現状と課題・これまでの経緯

•建設地と園舎完成イメージ

•運営方法等

•今後のスケジュール

•造成工事の概要等

•統合保育所整備事業に係る事業費

住民説明会用の資料をもとに順番を入れ替え、保護者説明会用として構成を変更しました。



１.町内保育所の現状と課題

〇課題

すみれこども園 つくし保育園 さくら保育園 ひまわり保育園

平成２７年３月建築 平成２年３月建築 昭和５５年９月建築 昭和５８年４月建築

建築経過年数 １０年 建築経過年数 ３５年 建築経過年数 ４５年 建築経過年数 ４２年

・少子化の影響もあり入園者数が減少していること。
・つくし保育園が、法勝寺川に隣接し、浸水危険度が高い立地にあること。
・つくし保育園とさくら保育園は建築後３０年以上が経過しており、園舎の損傷具合が
大きいこと。

〇４園の定員と入園数の推移

〇施設の建築年数

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

定員 390 390 390 390 390

入園数 286 282 275 260 245



２-１.これまでの経緯

○ 子ども・子育て会議（R2.8～R3.10）

・つくし保育園とさくら保育園の近隣同士の統合が望ましく、立地場所については、交通の
便が良いこと、防災上安心安全であること、里地里山の活用ができること、また、少子化
の進行により新しい保育所の定員は１２０名が望ましいとの意見をいただく。

○子ども・子育て会議（R元.5～R2.2）

・第２期子ども・子育て支援事業計画（R2～R6）を策定。
老朽化した園舎の建替えや改修を行うため、入所児童数の推移による施設数及び規模の適正化
を図りながら、保育園の統合による建替えと大規模改修による長寿命化を含めた検討を行うこ
とを明記。

【子ども・子育て支援事業計画】
子ども・子育て支援法第６１条に基づく計画であり、すべての子どもの良質な成育環境を保障
し、子ども・子育て家庭を社会全体で支援することを目的として「質の高い幼児期の学校教育
保育の総合的な提供」「保育の質的拡大・確保」「地域の子ども・子育て支援の充実」を目指
す計画。



これまでの会議や審議会等での意見を踏まえ、令和4年12月議会において、町長が統合・
民営化の方針を最終的に表明しました。

○南部町保育所あり方検討委員会（R3.2～R5.1）

・新園の整備・運営方法、保育サービスを定めた基本構想を検討し、策定。

２-２.これまでの経緯

○行財政運営審議会（R3.2～R3.10）

・「南部町立保育園の統合並びに整備運営方法」について諮問した結果、総合的に考えると、
民設民営を目指すのが適当であると答申をいただく。

・再度諮問、「町が建物を整備し、児童福祉法に基づく公私連携型保育園制度により当該建物を
保育園運営法人に貸与し、保育園運営法人が当該建物を活用して「私立保育園」を運営する方
法」について、当該方法が妥当であるという答申をいただく。 （R5.8）



出典：国土地理院
（https://www.gsi.go.jp）

３.建設地

統合保育所
（天萬地内）

つくし保育園

さくら保育園

国道
180号

主要地方
道溝口伯
太線

主要地方道溝口伯太線
R7.測量設計に着手

福里上池

普段寺池



４.園舎完成イメージ図

１. 地域と連携した子育て・教育ができる施設

２. 利用者・職員にとって魅力のある施設

３. 里地里山の環境を活用できる施設

４. 安心安全で災害に強い施設

設計の特徴

保育室は中庭に面し、職員が園全体を見渡せる設計。園地は

自然環境を活かし、園児が体力づくりと自然体験ができる場

とする。

南面外観パース

設計テーマ



５.外構図

職員駐車場

送迎用駐車場

園舎

園庭

ふれあい広場



６.建築平面図

園庭

職員室

建築工事概要

延床面積 約1,540㎡

着工予定 令和7年8月

竣工予定 令和8年9月

保育室
0歳児

保育室
1歳児

保育室
2歳児

保育室
3歳児

保育室
4歳児

保育室
5歳児

プレイ
ルーム

ランチ
ルーム

玄関

図書
コーナー

※すみれこども園の延床面積は1,591㎡



■これまでは「公立」
町が設立した保育所を指定管
理で民間が運営していました

■これからは「私立」
町が建設した施設で、民間が
保育所を開設・運営します

私立移管のねらい ○民間の創意工夫によるサービスへの期待
○保育の質の充実
○保育士の働く環境向上と意欲の向上

公私連携法人 市町村 都道府県

届出（市町村を経由）公私連携法人の指定

協定締結

（公有施設の無償・廉価での貸付・譲渡）

公私連携型のスキーム

７.運営方法

（児童福祉法第５６条の８による制度）



【運営の基本方針】

・子ども一人ひとりが持って生まれた「生きる力」を尊重し、個性を伸ばす環境で成長でき
るよう支援します。

・子どもたちが自分の力を発見し、それを活かして社会の一員として成長できるよう、最適な
保育を提供します。

８.運営方針

【伯耆の国選定の理由】
・これまで１０年以上にわたり指定管理の実績がある
・保護者からも高い満足と信頼を得ている
・安定した運営・経営をされている
・従来の保育内容の継続性により、園児・保護者に安心感を与える
・雇用の継続により保育士に安心を与える
・運営会社の交代による混乱を与えない

児童福祉法第５６条の８：公私連携型保育所

・公私連携型保育所とは、認可基準を満たした私立保育所と町が協定を締結し、町が法人の運営に
も関われる制度です。法律に則って、土地、建物、備品の貸与若しくは譲渡も可能です。



必須＝◎
任意＝○

公私連携協定に定めるべき事項（児童福祉法）

◎ 公私連携型保育所の名称及び所在地

◎ 公私連携型保育所における保育・子育て支援事業に関する基本的事項

◎
町による必要な公有設備の貸付け、譲渡その他の協力に関する基本的事項
（無償または廉価での貸付・譲渡が可能＝議会の議決が必要）

◎ 協定の有効期間

◎ 協定に違反した場合の措置

○ 特色ある保育サービスの内容

○ 住民・第三者による定期的なチェック、町に対する定期的な報告

○ その他公私連携型保育所の設置及び運営に関し必要な事項

９.公私連携協定の内容



項 目 現在（令和７年） ⇒ 統合保育所（令和８年秋～） 備 考

園 名
つくし保育園
さくら保育園

⇒ 新たな名称
R８年3月まで
に決定予定

定 員
つくし保育園（120人）
さくら保育園（90人）

⇒ 120人
R7.4時点の園児数
つくし（64人）
さくら（53人）

保 育
開 始 年 齢

つくし保育園（１歳児）
さくら保育園（０歳６ヶ月児）

⇒ ０歳６ヶ月児 拡大

開 所 時 間
つくし保育園（7：00～19：00）
さくら保育園（7：30～19：00）
※月～土（祝日、年末年始を除く）

⇒
7：00～19：00
※月～土（祝日、年末年始を除く）

拡大

入 所 申 込
審 査 決 定

町へ入所申込・町が審査決定
変更
なし

町へ入所申込・町が審査決定

保 育 料 町が決定・町へ支払
変更
なし

町が決定・町へ支払

延 長 保 育 料 町が決定・町へ支払
変更
なし

町が決定・町へ支払

園舎（建物）
土 地

町所有
変更
なし

町所有

運 営
公立：町が（福）伯耆の国へ

指定管理による委託
⇒

私立：町と（福）伯耆の国が
公私連携協定を締結予定

R８年3月まで
に締結予定

１０.統合後の変更点



R8秋 開園

令和7年度 令和8年度

土地造成

建築工事

公私連携協定
協議

現在計画中の説明会

説明会予定 年月日

町内６園の保護者説明会 令和７年６月２７日（金）２８日（土）

建築工事着工時の住民説明会 令和７年８月頃

R7.6～造成工事～R8.1

建築設計～R7.6 R7.8～建築工事～R8.9

R6.12～伯耆の国と協定書の具体案協議～R8.3協定書締結（法人指定）R8.4～届出準備～R8.9県へ届出

１１.今後のスケジュール

開園までの全体スケジュール



１２.造成工事

造成工事概要

施工事業者 TMS・タナカ特定建設工事共同企業体

造成費 221,071,400円(税込)

造成面積 約11,000㎡

着工年月 令和7年6月

完工予定 令和8年1月

土量 掘削土13,500㎥、盛土8,000㎥

造成工事の流れ

掘削工
地盤

改良工
盛土工

擁壁・ブ

ロック工

側溝等の

排水構造

物設置

外周の

フェンス

設置



送迎用駐車場
入口

職員駐車場
入口

盛土

切土

出典：国土地理院
（https://www.gsi.go.jp）

１３.建設地現地写真(造成平面)



１４.建設地周辺ため池ハザードマップ

福里上池

出典：水土里ネットとっとり

建設地

主要地方道溝口伯太線



１５.建設地周辺ため池ハザードマップ

※建設地の浸水深は約1cm程度ですが、
建設地は現状地盤より高くなるため、浸水の影響はありません。

出典：水土里ネットとっとり

建設地

福里上池

出典：国土地理院
（https://www.gsi.go.jp）

建設地

主要地方道溝口伯太線

しぶきがかかる程度



１６.地域の防災拠点としての活用

福里上池

【井戸】
芝生の維持管理を主な目的として、井戸を整備する予定です。井戸水は日常的に芝生への散水に使用するほか、

災害時の非常用水源としても活用できるよう整備を進めます。地震や断水などの非常時には、洗浄・トイレ・消火
などの生活用水として利用することが可能です。

【マンホールトイレ】
災害などによる断水やトイレの使用が困難な状況に備え、非常用のマンホールトイレを災害時にのみ使用するこ

とを前提に設置する予定です。このトイレは、既存の下水道管に簡易トイレを接続することで、衛生的に排せつ物
を処理できます。停電や断水時でも使用できる非常用設備です。

統合保育所は、地震や風水害などの災害時には、地域の防災拠点（避難場
所）として活用します。

主な機能

【地域住民の避難場所の確保】
災害時に地域住民の避難場所として、園舎内のランチルームやプレイルームなどの共有スペースを活用できる

ように計画しています。これらのスペースは、日頃は保育活動で使用しますが、災害時には地域住民の皆さまに
も利用していただけるようにします。自家用車での避難にも対応しています。



１７.統合保育所整備事業に係る収支内訳
（単位：千円）

現　年 繰　越 現　年 繰　越 現　年 繰　越 現　年 繰　越

委託料 118,851      30,874      8,596          22,278        60,977      2,364          58,613        27,000      27,000        -                 -                 -                 -                 

工事請負費 1,613,329   -                 -                 -                 354,329    26,500        327,829      1,259,000 1,259,000   -                 -                 -                 -                 

公有財産購入費 55,096        -                 -                 -                 55,096      3,298          51,798        -                 -                 -                 -                 -                 -                 

補償補填

及び賠償金
3,813          -                 -                 -                 3,813        1,177          2,636          -                 -                 -                 -                 -                 -                 

備品購入費 25,000        -                 -                 -                 -                 -                 -                 -                 -                 -                 25,000      25,000        -                 

合　　計 1,816,089   30,874      8,596          22,278        474,215    33,339        440,876      1,286,000 1,286,000   -                 25,000      25,000        -                 

（単位：千円）

現　年 繰　越 現　年 繰　越 現　年 繰　越 現　年 繰　越

合併特例債 219,100      29,300      8,200          21,100        189,800    31,600        158,200      -                 -                 -                 -                 -                 -                 

公共施設等適正

管理推進事業債
825,400      -                 -                 -                 246,800    -                 246,800      578,600    578,600      -                 -                 -                 -                 

施設整備事業債 642,900      -                 -                 -                 -                 -                 -                 642,900    642,900      -                 -                 -                 -                 

地域振興

基金繰入金
89,500        -                 -                 -                 -                 -                 -                 64,500      64,500        -                 25,000      25,000        -                 

一般財源 39,189        1,574        396             1,178          37,615      1,739          35,876        -                 -                 -                 -                 -                 -                 

合　　計 1,816,089   30,874      8,596          22,278        474,215    33,339        440,876      1,286,000 1,286,000   -                 25,000      25,000        -                 

歳　入

科　目

 全　体

財源額

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

歳　出

科　目

全　体

事業費

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

【元利償還金に対する交付税措置】
◆合併特例債、施設整備事業債・・・・・・元利償還金の70％を後年度普通交付税の基準財政需要額に算入
◆公共施設等適正管理推進事業債・・・・・元利償還金の50％を後年度普通交付税の基準財政需要額に算入



１８.統合保育所整備事業にかかる起債（借金）

国からの補助分

（交付税措置分）

約12億円

（約60％）



１９.南部町の起債（借金）返済シミュレーション
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